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個人の尊厳を尊重した障害
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●メールアドレスを登録して「メールマガジン」を読んでみよう！
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日本福祉施設士会倫理綱領

　日本福祉施設士会は、あらゆる人々の尊厳を重んじ、
福祉施設の運営に精励し、国民の信頼に応えるべく、
ここに会員自らの倫理綱領を定めるものである。
　福祉施設士は、社会福祉施設の運営、管理の責任を
担うものであり、社会福祉に関する深い専門的知識・
経験の蓄積と倫理性、公共性に基づいた社会的責任を
自覚し、福祉活動を展開しなければならない。

（昭和58年11月12日 決定）
（平成21年３月18日 一部改定）

1 ……… 福祉施設士は、利用者の基本的人権を尊重し、国民福祉の向上に努める。

2 ……… 福祉施設士は、福祉施設運営の質的向上に努め、利用者中心の福祉サービス充実を図る。

3 ……… 福祉施設士は、地域福祉向上のため、積極的にその役割を果たす。

4 ………
福祉施設士は、社会福祉における
専門家としての自覚をもち、創造性と開拓性を
発揮すべく自己の研鑽に励む。

 

 

　施設運営・管理全般にわたる生涯研修の実施、「福祉QC」活動

の普及など、たゆみない歩みを続けている社会福祉施設業種を横断

した福祉施設長の自主的な組織です。事務局を全国社会福祉協議

会・法人振興部内におき、会費を財源に自主的活動を続けています。

　「福祉施設士」とは、全国社会福祉協議会が社会福祉施設長を対

象に毎年開催している「福祉施設長専門講座」（昭和 63年に「福祉

施設士講座」より改称）修了者に、全社協会長が授与するものであ

り、平成 29年３月現在、全国で約 5,300 名の有資格者がいます。

日本福祉施設士会とは

「福祉施設士」とは
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改正社会福祉法の施行に対応するこれからの保育園像と
　　　　　熊本県、九州・沖縄ブロックの福祉施設士会活動について

 社会福祉法人善隣福祉会　善隣保育園　園長　岡田 好清
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―改正社会福祉法が本格施行されましたが、
保育園にはどのようなことが求められるとお感じ
になっていますか。
岡田　社会福祉法人制度改革に伴い社会福
祉法人は、ガバナンス強化や事業運営の「透
明性の向上」が強く求められるようになりました。
特に今年4月からは、大幅な制度変更により行
政への文書提出や役員構成等、実務レベルで
の戸惑いや混乱を多くの法人が経験されたので
はないかと思います。私どもの法人は保育園を

経営していますが、多くの保育園に見られる典
型的な一法人一施設です。したがって、規模
が小さく目が行き届く反面、ややもすると馴れ合
いの組織運営になりがちです。今回のような制
度改革が、大規模な法人施設と一様な変革を
求められても自ら限界があり、それをどのように
見える形にするか、これから試行錯誤を繰り返
すことになるのではと思っています。
もとより、表題の「リーダー躍動」ということにつ

いては、法人施設の大小にかかわらず、施設

改正社会福祉法の施行に対応するこれからの保育園像と
熊本県、九州・沖縄ブロックの福祉施設士会活動について

国は、「地域共生社会」の実現を打ち出し、住民や関係者等の多様な主体が、地域におい
て生活上の課題を「我が事」・「丸ごと」として受け止めてつながり、これからの地域を共に創る
ための政策を推進している。地域での実践に際しては、複雑・多様化した課題に多機関・多
職種で構成されるチームで向き合うことが求められている。
こうした中、実践の推進役を担い、人と組織（チーム）の成長を導くリーダーの力を高めていくこ

とがより重要となっている。施設福祉と地域福祉の推進に貢献する専門職として、福祉施設士
の力量の発揮が求められている。

本連載では、地域で躍動する福祉施設士に求められる視点について、各分野で活躍する方々
へのインタビューを通して考える。

リーダー・躍   動！

 （熊本県）

社会福祉法人善隣福祉会　善隣保育園　園長　岡田　好清
（保14－期　№2014）

リーダー・躍   動！
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長であるなら常に求められる資質であり実践課
題です。もともと保育園は、地域で最も身近な
施設であり、地域に根差すことなしには存在で
きないものです。しかしながら、これまで外から
の評価がどうなっているのか知る努力に欠けて
いた部分が多く見られました。私どもがやってい
ることがどのように地域の方々に認識されている
のか、施設の都合や思い込みでこれまで勝手
に良いように解釈してきたのではないかと思いま
す。

これまでも、地域の老人や老人施設との交流
を実施してきましたが、地域交流の域を出ず地
域貢献という概念は希薄でした。保育園の定
番行事への案内は、しばしば行っていましたが、
園児の祖父母に偏った面もあり、保育園の持つ
機能や保育士の専門性を活かした貢献がどの
ように出来るのか、いまだ暗中模索の状態です。
昨今、待機児童問題を機に、保育に関する報
道が連日されています。遅きに失したきらいもあり
ますが、保育士の処遇改善等、激変する施策
が打ち出され、そのこと自体は歓迎すべきことで
すが、要件の対応に困惑し苦慮している状況
です。
「保育」という言葉が躍り世間の耳目が集まれ

ば集まるほど、地域社会からの施設への関心
が向けられ、常に見られていることを感じざるを
得ません。そうした中、リーダーとして求められ

ている諸課題、すなわちガバナンス、危機管理、
人材育成、地域活動等をどのように取り組み、
推進していくのか難しい課題ですが、逃げるこ
とはできません。このことについて、当法人施設
の現況は、ガバナンスについては当法人の役員
にも問題意識を持ってもらい、研修会等にも参
加されるなど協力体制が出来ています。役員構
成も町内会長の兼務者を含め、何らかの形で
地域とのつながりがあり、地域の状況を踏まえ
た意見を寄せてもらうなど、理事長の独断専行
を抑える牽制機能を果たしてもらっています。今
後の改革の方向に沿った経営を目指す中で、
力になってもらえるものと期待しています。

一方、施設では、小規模で職員数も少ない
にもかかわらず、理念や方針が共有されていな
い面が見られ、指示も充分に伝わっていないな
ど、問題点が多々あります。これは、施設長で
ある私の力量不足で責任でもあります。

―これからの時代の保育園に求められるもの
は何でしょうか。
岡田　保育の分野では、保育園、こども園、
幼稚園と三本立ての運営となり、一部混乱もあ
るものの、公定価格の増額と引き換えに研修の
受講義務を課すなど、職員の資質向上が一層
求められています。

2017年　九州・沖縄ブロック海外研修。
フランス・パリにて施設訪問。2017年　熊本県福祉施設士会研修会

熊本県 九州・沖縄ブロックの活動から

リーダー・躍動！
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保育指針も幼児教育の新しい流れの中で大き
く変わり、共通理解が必要です。変動する時
代状況の下、職員の資質向上を図るため、施
設長の働きかけがこれまで以上に重要だと認識
しています。

危機管理については、過去に職員の中に虐
待している者がいるということの通報があり、当
然のことながら行政の介入を招くことになりまし
た。その過程で過半の職員が事情聴取という
取り調べに近い指導を受けました。結果的には、
事実関係は明らかにならず、行政の公文書を
撤回させることになりました。このことを受けて緊
急に職員会議を開き、改めて虐待に関してそれ
ぞれの意見を出し合い、共通理解を深めたこと
は、結果として無駄ではなかったと思っています。

園児の事故等には幸い大きな事例もなく、少
しのケガにも早めの対応をすることで、保護者と
のトラブルも生じていません。

―保育園の人材確保・育成については、ど
のような状況でしょうか。
岡田　人材育成については、最近の人手不足
を反映して新人保育士はもとより若い保育士の
入職もほとんどなく、限りある現職員を対象に資

質向上を図ることになります。しかし、現場はぎ
りぎりの人数で保育をしており、最近とみに増え
てきた発達障害の児童の対応など、日々の保育
に追われ余裕がないのが実情です。したがって、
外部研修の参加も年を追うごとに困難になってき
ています。結果として、園内研修が中心で、
事例研修、特別に時間とテーマを設けて行う研
修であるQC活動を実施しています。ただ、先
に触れた職員全員の共通理解や伝わり方に未
だ懸念を感じるところもあり、対外的な評価につ
ながる成果を生み出すためには一層の努力が
必要と痛感しています。

今回示された法制度の中で、財務や業務の
透明性や公開と併せて、資質向上を図る上で
のキャリアアップが求められています。私どもの
小さな施設では、ただでさえ少ない職種階層で、
モチべーションを損なわないキャリアアップにつな
がる絵をどのように描くのか、事務分掌での役
割分担と違って難しい面があり、悩ましいところ
です。

―保育園の地域貢献については、どのような
状況でしょうか。
岡田　地域活動については、保育園という特

2015年　職員の資質向上を図る趣旨で、近隣他園との合同研修開催。
当園で長年外部講師を招いて毎月実施している遊育学習（ゆういくがくしゅう）を題材に、子どもた
ちの練習の模様を見学した。見学後は職員室にて講師を交えて意見交換会を実施した。

4 福祉施設士 2017年12月号



性から世代間交流は以前からあるものの、園に
来て頂くパターンが多く、老人施設や病院など
への慰問等を除けば、積極的に外に出ていくと
いう視点が足りませんでした。一時、子育て支
援センターを開設していた時は、それなりに専門
性を活かした地域活動事業もできていましたが、
地元保育団体との絡みなど複雑な事情もあり期
間限定で終了しました。これらの事例とは全く異
なりますが、当施設の設備を使ってのイルミネー
ションの飾り付けを毎年開催し、冬の風物詩とし
て地元では定着しており、地元マスコミにも毎年
取り上げられております。したがって、広域の地
域イベントとして定着していることで、文字通り
地域に明るさをもたらし、町おこしにつながるこ
の事業を地域貢献として位置付けても良いので
はと考えています。評価の分かれるところです
が、地域貢献をどう考えるかは施設の人員を含
めた規模や地域性により変わるところもあり、多
様な在り方があってしかるべきと思います。

以上、当法人施設の課題と取組みの現況を
述べてきました。結論として、施設長としての私

たち福祉施設士は、「福祉施設士行動原則」
に沿った自法人自施設の見直しと改善の方向を
自覚し、前に進む以外ないのではないかと思い
ます。ただ、理念の方向性は正しくても、それ
を維持していくためには、経営基盤の確立が前
提となります。
これは、私どものような零細法人が最も懸念

するところで、特に財務に関して従来の親方日
の丸では生き残っていけません。経営マネジメン
トをどうするか日本福祉施設士会の実学講座等
の良質な研修を参考にしつつ、新たな提案を続
けていかねばと考えています。

―熊本県や九州・沖縄ブロックの福祉施設
士会の活動について教えてください。
岡田　福祉施設士として当会の今、そして未
来をどう構築していくか、会合の度に議論され
ていますが、残念ながら組織としての退潮傾向
に歯止めがかからない状況です。理由は様々
ですが、本稿では表題からずれるので触れませ
ん。ただ、本会は生涯学習を唱っている以上、
日々の研鑽をつむことを目的としており、研修主

2016年　近隣の高校2年の全学生が家庭科
の授業の一環で来園し、子どもと交流しながら
保育体験を行った。数日に分かれて来園（生徒
数が多いため）。

2014年　九州・沖縄ブロック主催で「合宿セ
ミナーイン福岡」を開催。
1泊2日の日程で、福祉施設士会の在り方に
ついて自由討論方式に則り、話し合いの場を
持った。他ブロックからの参加もあった。

リーダー・躍動！
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体の活動が特色でもあります。その観点から、
県、ブロックの動きを見てみます。

熊本県の会員も50名半ばを擁した時期もあり
ますが、ご多分にもれず年々退会者が増えてい
ます。これまで、県社協で事務局を担ってもらっ
ていましたが、財政事情の厳しさから経費削減
を図るべく役員定数を減らしました。次年度から
は、施設へ事務局を移すことも検討中です。
組織を維持するのが困難な状況ですが、年二
回、都合三コマの研修会を実施しています。
種別横断組織ということもあり、テーマや講師の
選定に苦慮するのは毎度のことですが、県社
協の講師リストや各役員が持ち寄る候補者の中
からどうにか選定しています。それでも参加者の
確保が思わしくなく悩みが絶えません。

県内の他種別会長や九州・沖縄ブロックの
会長、副会長にも毎回案内文書を送り、協力
を仰いでいます。幸い本ブロックでは、協力的で、
他県からの参加者もあり大変感謝しているところ
です。今後の課題は、参加者を増やすことで
すが、会員施設のみならず異業種を含め他種
別の方々への案内も一考だと思います。何より
も肝要なのは事業の継続で、少人数であっても
やり遂げていくことが本会の認知度向上にもつな
がるものと考えます。九州・沖縄ブロックでは、
他ブロック同様八県持ち回りでブロックセミナー
を開催していますが、担当県はいずれも参加者

の確保に苦労しています。一法人で多数参加
されているところもあり、一定の数を確保するた
めご苦労されている姿が目に浮かびます。

先の県の研修会同様、ブロックセミナーも会
員施設に限定せず対象を広げていくことも検討
すべき時期ではないでしょうか。かつて、日本
福祉施設士会で海外研修事業が実施されてい
ましたが、平成19年度を最後に途絶えています。
そこで、本ブロックでは、「福祉の原点を学ぶ」
というコンセプトで平成20年度からアジア諸国へ
の視察研修を実施してきました。

年々参加者の減少もあり、10回目となる今回
は起死回生を図るべくパリ（フランス）を訪れまし
た。福岡からの出入国ということで、九州地区
が中心ですが、他ブロックからの参加もあり、本
ブロック独自の事業でもあるので、可能な限り継
続できればと願っています。何事も一旦止めると、
再開復活には相当なエネルギーを要します。な
お、いずれも事業として、現在取り組まれている
ものについては、継続を原則とすべきだと思いま
す。

最後に、逆境の時こそ本会の存在や福祉施
設の在り方が問われています。これからも引き続
き様々な困難に直面することでしょう。少しでも
現状の打開と明るい展望が得られるよう努力を
重ねたいと思います。
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「個人の尊厳を尊重した
障害のある方への支援とは」

特
集

福祉サービスの利用者は、一人で生活することが難しい状況であることや、

家族などからの支援が得にくいなどの理由から、何らかの専門的な支援が必要

とされる方が多く、身近な方からの人権侵害をより受けやすい環境におかれてい

ます。権利擁護に係る法令遵守は当然として、利用者の権利を尊重した、利

用者本位のサービスの提供が求められています。

福祉施設士行動原則～６つの姿勢と12の行動には、（１）利用者への姿勢　

行動②にそのことが記されています、今回は、個人の尊厳を尊重した障害のあ

る方への支援について、２つの取り組みをご紹介いたします。

１．自分らしさを応援する高知ハビリテーリングセンター

　　　社会福祉法人ファミーユ高知　高知ハビリテーリングセンター

 センター長　上田　真弓（高知県、障－35期　№4874）

２．法人理念をつないでいく

　　　社会福祉法人三田谷治療教育院　障がい児入所施設

 施設長　河井悦子（兵庫県、障－41期　№5591）
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１．夢の実現

高知県は、昭和47年に障害者の『明日を開
く自立の家』を提起し、昭和54年には身体障害
者更生援護施設として『高知県立身体障害者
リハビリテーションセンター（以下、「県リハ」）』を
春野町に設置した。ここでは、昭和54年より重
度更生部門、翌年より重度授産部門を運営開
始していた。

私がこの県リハを知ることになったきっかけは、
私自身が平成元年の交通事故により障害者に
なるという大転機を迎え、障害福祉サービス利
用者になったこと。そして、平成５年より医療ソー
シャルワーカーとして職を得たことによる。そもそ

も交通事故に遭わなければ、体育教師となり、
医療・福祉を深く知ることのない分野にいたと思
う。

私の最終入院先は、兵庫県立総合リハビリ
テーションセンター（以下、「兵庫リハ」）附属の
病院であった。私は、兵庫リハへ進もうとする
患者仲間や兵庫リハの利用者の方 と々知り合っ
た。明るく車椅子を駆動し、就職、趣味やスポー
ツ、そして恋愛・結婚へと、障害があっても当
たり前のこととして何事にも活き活きと臨んでいる
姿に魅せられた。私は、こちらでの同世代の仲
間から、知らぬ間にたくさんの刺激を受けていた
ように思う。退院して帰高する時には、兵庫リ
ハ関係者から「高知はいろんな点でここより10

自分らしさを応援する
高知ハビリテーリングセンター

（高知県）
社会福祉法人ファミーユ高知　高知ハビリテーリングセンター

センター長　上田　真弓（障－35期　№4874）

高知ハビリテーリングセンター全体写真
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年遅れていると思って帰れよ」と言われていた。
ソーシャルワーカーとして患者さんの転機先を

考える際、県リハに利用相談をしてもなかなか
受け入れられなかったことに疑問を抱いた。一
部介助レベルの方にも、社会生活力を高めてい
く社会復帰訓練が必要であり、その機能を果た
していた兵庫リハ、高知県ではその役割が「県
リハ」であると思っていたからだった。いつの間
にか、兵庫リハと県リハを比較している自分がい
た。しだいに、「こんなことではいかん!!　高知
県唯一のセンターなのに…」と思う気持ちが強ま
り、医療相談室の上司や歴代の院長先生たち
に「いつか私は県リハを運営したい‼　どうすれ
ば可能でしょうか?」と問いかけるようになってい
た。

時は流れ、高知県は平成16年に「県リハの
あり方を考える会」を発足し、県リハ運営につい
ての審議が重ねられた。ある朝、当時の医療
法人近森会管理部長に、「春野にある県リハ
が民間移管になるかもしれないのです。その運
営をきちんとすれば、高知県民にとっても、高知
県の障害福祉施策にも、そして近森会にとって
も絶対にマイナスにはなりません。ただし、運営
するには社会福祉法人でなければ手が挙げら
れません…近森会は社会福祉法人を持たない
でしょうか？」と、話したことが最初のきっかけとな
り、平成18年４月１日には「社会福祉法人ファミー
ユ高知」が近森会グループ入りし、平成20年４
月１日より県リハは民間移管し、『高知ハビリテー
リングセンター』が誕生したのである。

２．  なぜ、スウェーデン語の「ハビリテーリング」

なのか?

近森会に社会福祉法人ファミーユ高知がグ
ループ入りした同年４月１日、私はソーシャルワー

カーを務めながら
高知大学大学院
に入学し、教育学
研究科で障害児
教育を専攻した。
私の修士論文の
テーマは、『高知
県における障害児
本人および保護者
の支援のための関
連機関の連携～「障害ケアコーディネーター」構
想を中心に～』とし、平成19年10月には、修
士論文のため、高知ハビリテーリングセンターを
開設するため、そしてプライベートの新婚旅行も
兼ねて、先生とゼミ生、法人職員の計10名で
10日間スウェーデンに行ってきた。

個人の生活を尊重しているスウェーデンでは、
「地域のつながり」というネットワークは乏しい。ま
た、そうであるからこそ福祉の制度化を進めたと
も言われる。また、スウェーデンと日本では教育
環境に違いもあり、スウェーデンは、まず個人が
あり、そのうえに集団のある国である。

そして、ハビリテーリングについては「家庭単
位」で提供されているが、その「家庭」の中に
「個人」を尊重したプログラムを作成している。

視察したスウェーデンのハビリテーリングセンター
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このようにスウェーデンでは、家庭と学校教育で
個人を育て、社会がそのことを保障するというシ
ステムがある。したがって、子どもや障害者、
高齢者であってもライフスタイルの主張ができるこ
とが当たり前のようにできるのだと考えられる。

福祉国家として有名なスウェーデンのあり方を
日本にそのまま持ってくることができないことは理
解できた。また、スウェーデンと日本の歴史には、
「バイキング」と「侍」の違いがあるとも言われた。
しかし、スウェーデンのように幼い頃から「自己
決定」「自己責任」を習慣づけることについては、
私たちの高知ハビリテーリングセンターにおいて
も実践できることだと思った。つまり、ご利用者
が自己決定できるように職員は選択肢を提供し、
ご利用者は自分が決めたことには自信と責任を
持って生きていくということになる。私は、この「自
己決定」「自己責任」を全うするスウェーデンに
学びたく、スウェーデン語にこだわった。そして、
当センターの利用対象者は次の通りであり、もは
や「re」ではないと考えた。
①中途障害者の場合…医療機関で障害の告

知、機能回復のためのリハビリテーションを終
え、さらに自分自身の障害と向き合い、できる
ことの発見や能力を獲得し、今後の生き方を
組み立てていく。そのためには気持ちの切り
替えが必要であり、いつまでも「re」に執着し
ていては前に進めない。

②先天障害者の場合…社会参加のための自立
訓練や就労訓練を行いながら、経験やトレー
ニングを積み重ね、必要な社会性を体得して
いく。取り戻す「re」の概念ではない。
以上のように、障害の特性は違っていても「自

分らしさの追求の場」と考え、能力を獲得するト
レーニングセンターであることを強調したかったの
である。

３．新築・新制度・新事業のスタート

老朽化した建物の解体、建設、引越しは順
調に進み、平成22年４月１日からは身体障害者
だけではなく、知的障害、精神障害等のあらゆ
る障害者を受け入れるトレーニングセンターとして
再出発をした。基準該当ではない「機能訓練」
事業は、県リハから引き継いだ「更生部門」のこ
とであり、高知県内唯一の事業所となる。また、
この「機能訓練」事業があることで、B型には身
体障害者の利用が多い。B型とは、県から引
き継いだ「授産部門」のことであり、畑以外はバ
リアフリーである環境から身体障害者の利用希
望は多い。

県から移管された事業の日中支援としてはこ
の２事業であるが、必要に応じて事業を開所し、
平成25年には、保護者支援でもある「放課後
等デイサービス」を開所し、年齢制限をしていな
い短期入所には障害児の利用も増えている。ま
た、県から２つの事業を受託しており、当センター
の事業は図１のとおりである（平成29年11月１日
現在）。

（図１）

４．私が求める職員像

各事業の定員数は少ないが、障害福祉サー
ビスを多機能的に展開しているところは高知県
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内では数少ない。そして、職員には当センター
のような事業所勤務の経験者はおらず、障害種
別、障害レベル、家族背景、生育歴等が様々
なご利用者の個別性を重視した支援とは? 自立
とは?　と、日々悩みながら職員は臨んでいる。
病気や怪我による中途障害者、あるいは生まれ
ながらに障害のある方への社会復帰や社会参
加、就労に向けた支援は簡単なことではない。
なぜならば、『障害受容』は本人ご家族になか
なかできるものではないからである。

それでも私たちは、限られた訓練期間の中で
「自分らしさ」をつかんでいただけるよう、当セン

ターで提供する全てのことには意味があるとし、
次のステージを目指すご利用者に“明るく、元気
に、前向きに”向き合い、チームアプローチによ
る支援を展開していく。

高知ハビリテーリングセンターは、ご利用者に
とっては人生の中で大切なステージであり、私た
ち対人援助者は、ご利用者に影響する一番の
環境因子であることを忘れてはならない。

そして、日本では馴染みのない「ハビリテーリ
ング」だが、当センターの名称を何時も、誰から
も正しくよんでいただける時が来るように当セン
ターの使命と役割を果たしていきたい。
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今年創立90周年を迎える三田谷治療教育院
（現：三田谷学園）は、1927（昭和２）年、福祉
諸制度がなかった時代に、医師であり、キリス
ト教徒である三田谷啓（さんだや ひらく）が、現
在のこの地、兵庫県芦屋市楠町に創設した。
「教育者よ起て、起って可燐な児童を闇より

光に変換させよ。」
「医学者よ起て、起って彼等の障がいを支援

し、補強し、生存権の拡大を喜ばせよ。」
啓のこの言葉は、当時の時代背景を考える

と、血がみなぎり、魂が奮い立つような思いがす
る。2016（平成28）年４月１日に着任したばかり
の新施設長の私は、創設者とその志を受け継
いできた先人たちの想いの前にひざまずくしかで
きない気持ちでいる。脈 と々受け継がれてきた熱
く強い志を、現代社会の中でどのように引き継ぎ、
実践していくのか問われていると思うからであ
る。

１．はじめに

社会福祉法等の一部を改正する法律が2016
（平成28）年３月31日に公布され、2016（平成
28）年４月１日に一部施行翌2017（平成29）年４月
１日に全面施行された。今般の法改正による社

会福祉法人制度の見直しは、経営の透明性の
向上をはじめ、経営組織のガバナンス強化や財
務規律の整備等を主な柱とし、新たな責務として、
社会福祉法人による「地域における公益的な取
組」が第24条第２項に規定されることになった。
この新たに規定された「地域における公益的

な取組」は、1951（昭和26）年の社会福祉事業
法の成立とともに設立された社会福祉法人創設
以前の、慈善事業や救貧事業、あるいは感化
救済事業の頃から脈 と々受け継がれ、今日に
至っているものであり、改めて法制化されたもの
であるとも考えられている。いずれにせよ、時は
まさに社会福祉にとって大きな変革の時代であ
り、理事会や評議員会などのガバナンスや法人
の経営基盤の強化、公益的な地域貢献の推
進など、これまで以上に計画性のある社会福祉
法人のあり方が具体的に問われる時代に突入し
たといえる。このような時代背景の中で、個人
の尊厳を尊重した障害のある方への支援のあり
方を、法人理念から考察してみたい。

2.法人の概要

⑴法人創設
当法人は、1952（昭和27）年に法人の認可

法人理念をつないでいく
（兵庫県）
社会福祉法人三田谷治療教育院　障がい児入所施設

施設長　河井　悦子（障－41期　№5591）
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を受けている。法人の名称は、創設者三田谷
啓博士の名前に由来する。創設者三田谷は、
貧しい農家に生まれたが、志を得て苦学の末、
医者となり上京し、呉秀三から精神病理学、
富士川遊から治療教育学を学び、医者として
児童教育に終生捧げる基礎を固める。その後ド
イツに留学し、「治療教育学」の研究を深めて
日本に持ち帰り、実践の場として三田谷治療教
育院（現：三田谷学園）を創設した。

三田谷の業績として、治療教育学の実践、
児童保護、母子保護の啓発と実践活動があげ
られる。三田谷は一個人として特殊教育に貢献
しただけでなく、それを行政ベースにのせたこと
により多くの功績を残した。ドイツからの帰国後
の1916（大正３）年、わが国初めての智力検査
法を発表し、知的発達の鑑別に用いた。また
東京の児童相談所で身体部門を担当し、大阪
市社会部に児童課が設置された際に課長に就
任し、児童相談所、少年職業相談所、産院、
乳児院を創設した。全国を通じて児童福祉行
政のプロパーの最初の課長であった。また児童
相談所内に、母性教育の必要や障がいの発生
の予防や指導保護のための家庭での役割の重
要性を啓発するために、「母の会」をつくり、続
いて「母と子」や「児童相談」「白バラ」を創刊。
その後、出版や講演活動を行いつつ、今日の
恩賜財団母子愛育会創設の基盤を創ったとい
う。このような活動を続ける中で、三田谷治療

教育院創設は、児童相談所内で相談にのって
いた障がい児や虚弱児、あるいは被虐待児の
うち、十数名がどうしても収容保護を必要とする
ものたちであると判断して開設に踏み切り、併せ
て学齢期の障がい児や虚弱児のために、院内
に学校法人翠ヶ丘小学校を付設した。

⑵法人理念
この法人に属する事業は全ての事業は障が

いのある人に「治療教育」をもってあたる、という
のがわが法人の理念である。では「治療教育」
とは何か、啓の文献（精神神経学雑誌第四十
一巻第八号別刷、昭和12年８月28日発行）に
残っている言葉を引用すると、「私が今より10
年前治療教育院を創設した頃、種々の方面より
治療教育とは何物なのかを尋ねられた。教育
者側からもまた医学者側からも治療教育の性質
をただす人が少なくなかった。治療教育はその
名より推して治療と教育を行うものだろう位に考
えられていた。なるほど治療教育は医学者と教
育者との共同作業を必要条件とするものである
が、治療と教育とを施すという意味ではない。
治療教育は教育の一種であって、これを特殊
教育或いは補助教育と言ってもいいのである。
要は知的障がい児にもっとも適当な教育法を施
すことにある。」と記されている。
また治療教育、その定義は必ずしも確定して

いるわけではないが、大体に於いて次のように
理解してよいと思われる。再び啓の言葉を引用
すると、「治療教育とは障がい児童を最も適当
な方法をもって取り扱い、その全生活の改善を
はかることを目的とするものをいう。この事項を
研究する学科を治療教育学と称するのである。
勿論、治療教育学は応用学科であるから、基
礎学科と補助学科の力を借りる必要がある。基
礎学科は生理学、衛生学、小児科学、精神
病学、神経病学、児童心理学、教育学等で、
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補助学科は体操学、音楽、木工、機械、園芸、
児童心理、動物心理、比較心理、人類学、
統計学、神話、童謡などの諸科をあげるべきで
ある。」（我国に何故治療教育事業興らざるか。
三田谷啓著　精神神経学雑誌第四十一巻第
八号別刷、昭和12年８月28日発行）。
さらに治療教育の効果については、「多言を

要しない。即ち治療教育は障がい児童の各個
について最も適当な支援を行うからである。そ
の支援の大要は、心身の障がいをなるべく除去
し、生活を向上し、その素質に適した作業をと
らせるのである。このようにしてなるべく個人が最
も得意とする業につかせることを努めるのであ
る。

治療教育に関する一般の認識の不足する事
は次の点である。即ち治療教育を施せば障が
い児でも普通の程度になるか、もしそれが不可
能ならば教育する価値はないと考えることであ
る。これは根本的な誤りであることをまず理解さ
せなければならない。独自の才能を伸ばすと障
がい児でも時には普通児以上のことができる。
しかしこれは特殊な事柄であって、それが出来
たからといって普通児になったわけではない。た
とえ貧しい職だといっても、それが人生に必須

の職業であったら、それを責任もってしてくれた
らそれでいい。」と結んでいる。

３．法人理念の浸透

私自身の体験ではあるが、「治療教育」という
と、その名まえを古めかしく捉えられ、単に「医
学モデル」（病気が全てを決定する一方向モデ
ル）のアプローチではないかという意見を頂くこと
がある。
しかし私は、啓は「医学」だけでは障がいの

ある人への尊厳に根ざした支援は出来ないと断
言され、障がいとはその人の内部だけを問題に
するのではなく、周りの環境（人的・物的）との
相互作用から生じるという、今で言う「生活モデ
ル」の視点に立ち、分析に基づいた総合的アプ
ローチの方法を提案し、治療教育院を開設した
ものと捉えている。昭和初期の当時から先駆的
に、全人格的に人を捉える支援のアプローチを
行っていたのだと確信する。設立当初からニー
ズのある子どもたちを一定期間入所させ、治療
教育を行い、親へは子どもへの親訓練（今でい
うペアレントトレーニング）を提供し、子どもが家
庭や地域でよりよい育ち合いができるようになるこ

昭和当初、三田谷治療教育院の講演会に向かう人々
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とが使命と捉え、通過施設としての実践を行っ
てきた。

ここで当法人の理念を改めて記したい。
全ての事業は障がいのある人に「治療教育」

をもってあたる、上位の理念の下に、法人は以
下の６つが理念を掲げている
①人権を尊重し、個性を大切にする。
②寄り添いつつ、よく観察し個々の持っているも

のを引出す支援をする。
③人を一面的ではなく「丸ごと」とらえようとする。
④職員の専門性を重視する。
⑤職員間のチームワークとネットワークをはかる。
⑥「くらし」、「生活の向上」を指向する。

法人理念は、職員が行動を具現化して、利

用者が「あなたはかけがえのない存在」という揺
るぎないメッセージを全身で受けとめられたかどう
かで評価される。そしてそのメッセージを受けと
めた利用者が、エンパワーメントされ、人生を豊
かで実りあるものにしてゆく。この大きなメッセー
ジのやりとりの輪こそ、「法人理念をつなぐ」とい
うことであると考える。法人理念をすべての職員
に浸透させ、理念に基づく行動を生起するため
には、理念が一人ひとりの腑に落ちているか、
誰にでもわかりやすい言葉になっているか、同じ
イメージを共有できているか、理念の浸透が職
員一人ひとりの成長につながっているのか、な
ど、理念の再確認が必要不可欠であると痛感
している。

正門前に設置された石碑：啓が残した言葉
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第１章　「福祉施設士」資格とは

⑴ 「福祉施設士」資格の創設目的

○  「福祉施設士」資格は施設運営（経営）上
必要な知識を体系的に学ぶことで運営（経
営）管理に欠かせない専門的な知識を習得
し、福祉施設長の質向上を図ることを目的
に、昭和51（1976）年に創設されました。
※ 昭和51年に第１回「福祉施設士講習会」
（現在の福祉施設長専門講座）が開催
されました。前年（昭和50（1975）年）に
全国社会福祉協議会・福祉専門職小
委員会がとりまとめた「社会福祉施設長
など職員の資質向上策について」の中で
は、「社会福祉施設の運営管理の業務
について、適正な運営をはかるべき施設
長など幹部職員は、その特殊性に立脚
した管理の専門知識を修得することは急
務」との問題意識が示され、その対策

（専門知識を修得する場）として講座は
企画されました。

○ 福祉施設長の質向上を図るためには、“資
格取得時のただ一度の学び”では十分で
はなく、継続的な学びが必要であるとの問
題意識より、講座修了生の団体として「日
本福祉施設士会」が昭和54（1979）年に

発足しました。

○ 資格創設当時は、福祉施設長の質向上
を図る仕組み、学ぶ意欲をもった福祉施設
長およびその候補者に向けた体系的な研
修機会は皆無でした。平成25（2013）年
で講座開始から37年、会発足から34年
が経ちますが、いずれも体系的な学びの場
を求める福祉施設長に向けた研修機会確
保をはじめ、福祉施設長の質向上への役
割を着実に果たしてきました。

⑵ 福祉施設士に求められること

○ 本会の運営内規（第２条）では、「会の目

的」を「『福祉施設士』資格を有する者が、
社会福祉施設運営管理の専門職として、
資質の維持、向上のための生涯研修なら
びに、福祉施設職員等の養成研修につと
め、もって施設福祉と地域福祉の推進に
寄与し、かつ『福祉施設士』資格の社会
的認知を資すること」と規定しています。

○ 本会は昭和58（1983）年に、会員（福祉施
設士）が守るべき基本的な行動を定めるも
のとして「倫理綱領」を設けました。

 〔日本福祉施設士会「倫理綱領」（昭和

 平成25年３月14日

「福祉施設士行動原則～６つの姿勢と12の行動～」
 日本福祉施設士会

参考
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58年11月決定、最終改定平成21年３月）〕
１、  福祉施設士は、利用者の基本的人権

を尊重し、国民福祉の向上に努める。
２、  福祉施設士は、福祉施設運営の質的

向上に努め、利用者中心の福祉サー
ビス充実を図る。

３、  福祉施設士は、地域福祉向上のため、
積極的にその役割を果たす。

４、  福祉施設士は、社会福祉における専
門家としての自覚をもち、創造性と開
拓性を発揮すべく自己の研鑽に励む。

内容は、福祉施設士の ①利用者や社会
への姿勢、②経営・管理する法人・施設へ
の姿勢、③法人・施設がある地域への姿勢、
④管理者としての自身の姿勢、といった福祉
施設士としての基本的な姿勢を定めたもので
す。

⑶   「福祉施設士行動原則」とりまとめの 
目的

○ 会発足当時と比べ社会・経済状況が変わ
るとともに、社会福祉を取り巻く状況も大きく
変化しました。福祉施設経営の面でも、利
用者にサービスを提供するうえでしなくては
ならないことや、組織を運営するうえで整備
しなくてはならないことにとどまらず、社会的
な要請等を背景に求められることも増え、
その範囲は広がっています。それにともな
い、福祉施設長が取り組むべき課題も増え
ています。

○ 加えて、高齢化の進行や家庭・地域環境
の変化により福祉サービスの利用者が増
え、あわせて福祉従事者をはじめとしたス

テークホルダー（利害関係者）も多様化しま
した。福祉施設（事業所）の数も、第２種
社会福祉事業を中心に社会福祉法人以
外の主体による小規模なものが増えていま
す。

○ 規制緩和を志向する考え方に基づく「福祉
施設管理者の要件を緩和するべき」との意
見がある一方で、利用者の権利侵害や過
度な利益追求に走る事業体の例も散見さ
れます。

○ 以上の現状からも、福祉施設の質を左右
するキーパーソンである福祉施設長の質の
確保・向上を図ることが必要であり、福祉
施設士がその実現に主たる役割を果たし
ていくべきと考えます。福祉施設士がいる
福祉施設は安心・安全なサービスが行わ
れているとの評価を得ていくことこそ、福祉
施設士資格の認知向上につながるもので
す。

○ 福祉施設長の質向上をめざす体系的な学
びの場たる「福祉施設長専門講座」や「日
本福祉施設士会」は、30余年前の創設時
以上に必要とされる環境にあると考えられま
す。福祉施設長専門講座を受講すること
での研鑽、日本福祉施設士会会員として
の地域・社会での活躍が、これまで以上
に求められます。

○ 今あらためて「福祉施設士」資格および「日
本福祉施設士会」の目的を会員一人ひとり
が再確認し、その自覚的な取り組みを促進
するための指針（「福祉施設士行動原

則」）をとりまとめることとします。
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第２章　 「福祉施設士行動原則～６つの姿
勢と12の行動～」

○ あらためて「福祉施設士」資格および「日本
福祉施設士会」の目的を確認し、会員一
人ひとりの行動の指針として、本章では会
員（福祉施設士）に求められる行動原則

（「福祉施設士行動原則」）を整理します。

○ 内容は、本会「倫理綱領」の４項目を基本
とします（第１章（２）参照）。倫理綱領が定
める基本的な姿勢に即して、それぞれ福
祉施設士が利用者や社会等に向けて求め
られる行動を明示するものです。

「福祉施設士行動原則～６つの姿勢と12
の行動～」
＜「利用者や社会」に対して＞
１、利用者への姿勢
　行動①　 安全で良質なサービスを継続

的かつ安定的に提供する
　行動②　 利用者の権利を尊重した支援

を展開する
２、社会への姿勢
　行動③　 透明性を高め積極的な情報

公開・提供を進める
　行動④　 公益性に相応しい体制を整備

し、効果的・効率的な組織運
営を進める

＜「経営・管理する法人・施設」に対して＞
３、組織への姿勢
　行動⑤　 サービスと組織の改善を続け

る
　行動⑥　 新たな課題に挑戦する
４、職員への姿勢
　行動⑦　福祉人材の育成に努める
　行動⑧　働きがいのもてる職場を作る

＜「法人・施設がある地域」に対して＞
５、地域への姿勢
　行動⑨　 地域の福祉課題に積極的に取

り組む
　行動⑩　 関係機関と協力し地域を支え

る主たる役割を担う
＜「管理者としての自身」に対して＞
６、自己への姿勢  
　行動⑪　 学びを続けることで自己の成長

をはかる
　行動⑫　 実践を重ねることで信頼を積

み上げる
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平成27年４月に生活困窮者自立支援法が施行され、複合的な課題を抱える

生活困窮者に対して包括的な支援を行う新たな制度が始まった。同法は、「生

活困窮者の自立と尊厳の確保」と「生活困窮者自立支援を通じた地域づくり」の

２つを目標としている。

今回の第39回全国福祉施設士セミナーでは、テーマを「地域共生社会への

福祉施設士の貢献を問う」としており、福祉施設士が同法へ対応することにつ

いても重要なことから、セミナーのプログラムの中に講演として取り入れ、明治学

院大学社会学部教授 新保美香 氏に講師をお引き受けいただいた。今号では、

その内容について概要を紹介することとしたい。

誌上講座



施設の「強み」は何ですか？

今日は、地域共生社会の実現をめざし、施
設長、そして社会福祉施設に期待することにつ
いてお話します。まずは、皆さまが所属されてい
る施設の強みを見直していただくところから始め
たいと思います。
（その後、参加者２～３名がグループとなり、

それぞれの施設の強みを話し合った。）
皆さま、いかがでしたでしょうか。たくさん施

設の強みが見いだせたのではないでしょうか。ま
た、お互いに強みを出し合っていただいたことで、
自分の施設では当たり前と思っていたようなこと
が強みとして再確認できたり、あるいは、別の
施設では素敵な取り組みをしているのだな…な
ど、あらたな気づきを得ていただけたことと思い
ます。

これからの社会福祉法人や社会福祉施設に
は、とてもたくさんのことが期待されている状況
にあります。こうした中で、期待される取組を職
員の方 と々一緒に前向きに進めていくためには、
「やらなければいけないからやる」というよりも、
「自分たちがやりたいとことをやろう」とか、「少し
チャレンジをしてみよう」とか、多少のワクワク感
があったり、「自分たちだからこそできるんだ」と

いった意識がないと、「こんな忙しい中、また新
しいことをやらなければならないのか」といった感
覚が生まれてしまっても、仕方ないかもしれませ
ん。

私は、社会福祉法人や施設は、これまで、
日本の、そして地域の福祉を、本当に当たり前
のように支えてこられたのだと思っています。そ
れが、あまりにも当たり前に長年やられてきたた
め、そのことにどのような大切な意味があり、ど
れほど人を助けてきたのかというフィードバックが
十分にできないままに、今日まで来てしまってい
るのではないかと感じます。まず施設の強みを
多面的に見いだし、その強みに着目して、これ
からできることについて考えると、様々なことが
実現可能になってくると思っています。ご一緒に
考えていきましょう。

生活困窮者自立支援法とは？

まず、今回のテーマのひとつである「生活困
窮者の自立支援」について説明します。生活困
窮者自立支援法は、平成25年12月に成立し
27年４月より施行されています。この制度は、
生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化
をはかるため、生活困窮者に対し、自立相談
支援事業・住居確保給付金（必須事業）、就
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「地域共生社会の実現をめざし施設長に期待すること
～生活困窮者の自立に向けた状況と 
社会福祉施設に期待すること～」 
第39回全国福祉施設士セミナー講演から

講師：明治学院大学社会学部

教授　新保　美香 氏



労準備支援事業・一時生活支援事業・家計
相談支援事業・子どもの学習支援事業等（任
意事業）、都道府県知事による就労訓練事業

（いわゆる「中間的就労」）の認定を行うもので
す。

現在、本施行されてから３年目に入っていま
すが、全国の福祉事務所設置自治体902自治
体に漏れなく、支援の中核を担う自立相談支援
機関が誕生しています。各自治体の状況にあ
わせて直営、委託の形で実施され、委託先も、
社会福祉協議会、社会福祉法人、NPO法人、
企業など様々です。そこには、主任相談支援員、
相談支援員、就労支援員という３職種が配置さ
れ、これ以上の「縦割り」をつくらず、どのような
相談も受ける仕組みになっています。ぜひ、み
なさまの自治体の自立相談支援機関がどこにあ
るか、確認してみてください。

制度の理念とは？

次に制度の理念について確認したいと思いま
す。制度の意義は「生活保護に至っていない
生活困窮者に対する第２のセーフティネットを全
国的に拡充し、包括的な支援体系を創設する」
ことです。目標は、「生活困窮者の自立と尊厳
の確保」と「生活困窮者支援を通じた地域づく
り」をするというものです。ここで着目したいのは、
「生活困窮者の自立支援」で終わらずに「尊厳
の確保」まで明示したところです。これまで、貧
困になってしまうことについては「自己責任」であ
ると考えられてしまいがちでした。そのような中で、
当事者の方々の尊厳が著しく損なわれてきた経
過があります。ここに「尊厳の確保」ということが
掲げられたことについては、社会福祉に携わる
者としては重く受けとめたいところです。
ここで目指す「地域づくり」は、一人ひとりの幸

せ、安定した生活、自己実現をめざすことから

はじめていきます。その人が安心できる居場所
や働く場所を見いだしたり創ったり、その中で人
とのつながりや理解者が広がっていくなかで、
地域づくりは進みます。そのための支援の形は
５つあって、包括的、個別的、早期的、継続的、
分権的・創造的な支援であるとされています。

制度の対象はだれ？

次に、対象者は誰かということです。第一は、
経済的な困窮状態にある人です。今の社会で
は６人に１人が相対的貧困な状態にあると言わ
れています。そのような方々が、直ちに生活困
窮状態になるかといえば、そうではないかもしれ
ません。しかしながら、この相対的貧困率は、
何事もなく生活できていればよいのですが、たと
えば、病気になったり、失業したり、家族の支
えがなくなってしまうというようなことが起こったとき
に、生活がたちゆかなくなる恐れのある方々が
少なくないということを示しているものと考えられま
す。

第二は、社会的孤立状態にある人です。「孤
立死」のことを思い浮かべていただきたいので
すが、たとえば、介護している家族の方が倒れ
てしまった場合、「あの家、電気が点いてない
けど大丈夫かな？」といったように、近隣や家族
など、安否確認をしてくれる人がいなければ、
介護を受けていた人も、ともに餓死してしまうこと
が起こりうるのです。つまりお金の問題ではない。
むしろ人との関係性が希薄になっていることが
困窮を生み出しているのではないかということ
が、今の生活困窮についての考え方です。

ですので、対象者は経済的に困った方だけ
ではなく、社会との関係が途絶えてしまっている
方々、たとえばひきこもりの方であったり、また、
この頃話題となっている、「80・50問題」の50
の方も対象となります。80の方には、もしかする
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と高齢者福祉サービスが届くかもしれません。で
も、50の方は、これまで、そのまま支援が届か
ない状況となってしまいがちでした。一緒に暮ら
していた親御さんが亡くなって、年金の収入が
途絶えたことから、20年ぶりに外部の誰かとつ
ながるというような方もいます。これはまさに孤立
の問題です。したがって、相談された際は、そ
のようなことがないよう、世帯丸ごとに関わります。

80・50問題
例えば、高齢の両親と未婚の子供が同居

している場合、子供は働いていなくても親の
年金などで何とか暮らせていけるが、親が80
歳となり介護がのしかかった場合、双方の生
活が破綻してしまうことがあり、近年、問題視
されている。

公的な制度には「制度の狭間」というものがど
うしてもできてしまいますので、この制度は、そ
の制度の狭間に置かれる人をつくらないよう、ど
のような相談も受け止めていきます。

なぜ「地域づくり」までするのか？

なぜ「地域づくり」までするのか？ ということで
すが、もともと地方自治法の第一条の二には「地
方公共団体は、住民の福祉の増進を図ることを
目的として、地域における行政を自主的かつ総
合的に実施する役割を広く担う」と書かれていま
す。生活困窮自立支援制度の実施責任は地
方自治体です。この地方自治体は「住民の福
祉の増進を図る」というのが本来の役割なので
す。ここでいう「福祉」は、住民と地域の「しあ
わせ」を意味しているともいえます。生活困窮者
自立支援制度は、このような地域づくりを応援す
るツールになります。ですので、皆さまの地域の
自治体で行政がこの制度についてしっかりと取り
組んでいるか、その本気度を、皆さまには、しっ

かり見ていただきたいと思います。
さらに社会福祉法第四条には、「地域住民

や、社会福祉を目的する事業を営む者たちは、
地域住民が地域社会を構成する一員として日
常生活を営み、社会、経済、文化その他あら
ゆる分野の活動に参加する機会が与えられるよ
うに地域福祉の増進に努める」と掲げられていま
す。

これを改めて読んだ時、私は自分を反省しま
した。この条文のトップは「地域住民」です。私
は自分の地域でいったいどのような意識で生きて
きたのか考えてしまいました。私も自分が地域で、
地域にいる人を排除するような住民であってはい
けないのだと思いました。

◎地方自治法第一条の二
地方公共団体は、住民の福祉の増進を図

ることを目的として、地域における行政を自主
的かつ総合的に実施する役割を広く担うもの
とする。
◎社会福祉法第四条

地域住民、社会福祉を目的とする事業を
経営する者及び社会福祉に関する活動を行
う者は、相互に協力し、福祉サービスを必要
とする地域住民が地域社会を構成する一員と
して日常生活を営み、社会、経済、文化そ
の他あらゆる分野の活動に参加する機会が
与えられるように、地域福祉の増進に努めな
ければならない。（※改正法では第四条第二
項を創設）

制度が地域共生社会の
実現につながる

ここで、この制度が「地域共生社会の実現に
つながる」ということについてふれたいと思いま
す。制度の実施にあたり、「生活困窮者の自立
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と尊厳の確保」と「生活困窮者支援を通じた地
域づくり」の２つの目標が掲げられていることの意
味はとても大きく深いです。制度の利用者に「生
活困窮者」とか「生活保護受給者」というラベル
を貼らず、どのような人も、かけがえのない、A
さん、Bさん、Cさん、Dさんとして、その人の「し
あわせ」を願って取組をすすめていくと、その一
人ひとりが、地域にとっても、かけがえのない人、
地域になくてはならない人になっていくのです。
このような取組をすすめていくときに、一人ひと

りが「必要とされる場」を持つことがとても大切で
す。「働く場」は、単に、収入を得るということ
ばかりでなく、「その人が必要とされる場」として
も極めて重要です。このように考えますと、社会
福祉法人・社会福祉施設の皆さまの存在は、
とても重要です。

生活困窮自立支援制度が始まり、就労訓練
事業を受託をしていただくという取組が始まって
いるのですが、社会福祉法人が一番がんばっ
て取り組んでいることが統計でも明らかになって
います。社会福祉法人が実施する認定就労訓
練は素晴らしいという声を多く聞きます。なぜ素
晴らしいかといえば、あらゆる社会福祉施設で
働く職員の方々は、皆対人援助のプロです。
だからどのような人がきても、その人をしっかりと
受け止め支援の体制をつくっていく。それが自
然にできてしまう。受け入れ側の理解があれば、
そこで働く人は、自信をつけることができます。
そして、自尊感情を回復させるとともに、次のス
テップに歩み出す力を得ることができるのです。
国の検討会で制度運営の論点整理をしていま
すが、そのなかでも社会福祉法人、特に社会
福祉施設の役割というものが高く評価をされてい
ます。

この事業は、常に一緒に取り組んでいただけ
るパートナーを探していますので、ぜひ皆様の
法人や施設も、地元の自立相談支援機関とつ

ながっていただけたら嬉しく思います。

生活困窮者自立支援のあり方に関する
論点整理に見る福祉施設への期待

まとめに入ります。厚生労働省の社会・援護
局において、この制度を実施して数年経過した
こともあり「生活困窮者自立支援のあり方に関す
る論点整理」というものを平成29年の３月にまと
めています。その論点整理の内容の中には、
先ほどお話した、社会福祉法人の多くで認定
就労訓練の事業所を受託していただいているこ
とへの評価ですとか、課題が載っています。

＜今後の課題（論点）＞
①社会福祉法人が地域における公益的な事

業な取組として実施している生活困窮者に
対する事業と自立相談支援事業がしっかり
連携し、効果的な支援になるように取り組
む。

②社会福祉法人が取り組む事業の分野に限
らず、広く社会福祉ニーズに対応していく
ために、生活困窮者支援・世帯支援の観
点を持つことが重要。

③社会福祉法人が法における支援の枠組み
を使って地域づくりや就労支援等に参画す
る場合の手続き面・制度面の障壁がない
か、確認が必要ではないか。

（⇒そのうえで、地域づくりや就労支援等
に参画することを期待。）

上記の「③」に関係して、厚生労働省から３
月に２本の通知が出ています。ぜひご確認くだ
さい。

取り組む事業の分野に限らず、広く社会福祉
ニーズに対応するものの例として、生活保護の
領域では、子どもの学習支援事業を老人ホー
ムの会議室を使って実施されたものがあげられま
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す。そこから何が生まれたかのか…ということで
すが、特別養護老人ホームなのですが、利用
者（高齢者）が、子どもたちが受験を迎えた時、
手作りのお守りをつくってプレゼントしたそうです。
子どもたちは、そのことをとても喜びました。特
別養護老人ホームの高齢者の方はサービスの
受け手であり、利用者です。けれども、そこに
子どもたちが入ってきたときに、普段、サービス
を受けて「ありがとう」と職員に伝えている立場か
ら、今度は子どもたちに、「おばあちゃん、おじ
いちゃん、ありがとう」と言ってもらえる立場になっ
たということです。「支える側」と「支えられる側」
が固定されず、それぞれの持つ力を発揮しなが
ら、お互いに支え合うという、一つの大切な例
ではないかと思います。

保育園のお子さんたちが、例えば、お祭を地
域の高齢者の方と一緒に行います。そうすると、
高齢者は活き活きします。いつもは保育サービス
を受けている園児たちが、今度は地域のお年寄
りを元気にするという役割を担うことができるので
す。発想を変えていく、様々な分野が交流して
いくことによって、利用者さんも主人公になれると
いうことだと思います。このような楽しい化学反
応といいますか、こうした取り組みが、今、とて
も求められているのではないかと思っています。

まだまだこのような取り組みは数としては多くあ
りませんので、まずは、「施設の持つ強み」をい
まいちど見直していただくとともに、地域にある
社会福祉法人と、領域に関係なくもういちどお
互いを知り合いながら、ネットワークをつくってい
ただいたり、交流していただくような機会をもって
いただくことが期待されます。

施設長だからできること

最後に、施設長の皆さまだからこそできること
についてお話します。まずは、ご自身の所属す

る社会福祉法人・社会福祉施設が果たしてき
た役割を、いまいちど、しっかりと、見直してい
ただきたいと思います。私は、もう「お宝」がザク
ザクあると思います。（笑）施設長ご自身の存在
も、私は本当に、大切な、大きな宝だと思って
おります。

次に、施設の持つ「強み（宝）」を意識し、生
かしていくことです。施設長の皆様には、施設
の強みを施設の職員の皆さまと、ぜひ、お互い
に共有していただきたいと思います。職員の皆さ
まに、自分の施設のいいところを一度聞いてい
ただくと、これまで気づかなかったいいところが、
たくさん見えてくるはずです。それを、今日のよう
に異なる施設の方 と々わかちあうなかで、何かま
たちがう視点が見えてくると思います。

取組を進めるときには、「声を聴く」ことがとて
も重要です。利用者、職員、関係者、地域の
方々、いろいろな人の声を聴きながら、公益的
な取り組みを進めていただけるとよいのではない
かと考えます。
「強み」を見つけるときの視点が４点あります。

第一は、「場」です。場には２つあって、一つは
「placeという場」です。先程の特別養護老人
ホームの会議室みたいな場所です。多分、施
設にはたくさんありますね。あと農園をお持ちで
あるとか、グランドがあるとか、いろいろな場所
があると思います。もう一つは「活動の場」です。
働く場であったり、日中活動の場であったり、お
祭りやイベント、そういう活動の場のことです。

第二は、「人材」です。人材については「利
用者」と「職員」の両方を見ていただきたいと思
います。サービスの受け手だった方が、少し場
面を転換するだけで、先程の高齢の利用者み
たいに、また、子どもたちみたいに、立場が変わっ
て主人公になれるということを、ぜひお心にとめ
ていただきたいです。利用者さんたちの力は、
かなりすごいものがあると思っています。
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第三は「ノウハウ」です。各施設で培われたノ
ウハウがあるかと存じます。これは、社会福祉
のプロとして、エキスパートとしてのとても大きな
強みだと思います。

第四は「ネットワーク」です。施設長さん同士
のネットワークもあると思いますし、地域のなかの
ネットワーク、いろいろな町会活動に参加してい
らっしゃる施設も多いと思いますし、社会福祉関
係だけでなく、他業種の方 と々もつながる、様々
なネットワークに入っていらっしゃることと思いま
す。

取組を進める時には、こうしたものを総動員す

ることが不可欠ではないかと思っています。何
か新しいことを特別にやっていくというよりは、既
に皆さまが持っているものこそ、実は、かけがえ
のない宝物ではないかということです。まずそれ
を見直すこと、あとは、地域にいらっしゃる方が
何を必要としているのかということを把握してい
ただいて、その点がうまく結び合っていけば、私
は地域貢献や公益的な取り組みの推進は、そ
んなに難しいことではないのではと感じているとこ
ろです。

今日はひととき共に過ごさせていただいてあり
がとうございました。
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第39回全国福祉施設士セミナー　日程
【第１日】　８月３日（木）

時　間 内　容

13：00～13：10
【開会挨拶】　日本福祉施設士会　　会長　　　　　髙橋　　紘
　　　　　　全国社会福祉協議会　常務理事　　　寺尾　　徹

13：10～13：40
（30分）

【基調報告】　「地道な積み重ねと新たな挑戦を」
　　　　　　日本福祉施設士会　　会長　　　　　髙橋　　紘

13：45～14：45
（60分）

【行政説明】　「「我が事・丸ごと」地域共生社会の実現に向けた取組と福祉人材への期待」
　　　　　　講師：厚生労働省社会・援護局地域福祉課　地域福祉専門官
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　後藤　真一郎　氏

14：45～15：00 　休　憩

15：00～16：00
（60分）

【講演１】　　「地域共生社会の実現をめざし施設長に期待すること
　　　　　　　～生活困窮者の自立に向けた状況と社会福祉施設に期待すること～」
　　　　　　講師：明治学院大学社会学部　教授　新保　美香　氏

16：00～16：10 　休　憩

16：10～17：40
（90分）

【講演２】　　「地域共生社会における福祉人材の確保・育成と施設長の役割について」
　　　　　　講師：HRM-LINKS　代表取締役　人事コンサルタント
　　　　　　　　　綱川労務管理センター　所長　社会保険労務士
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　綱川　晃弘　氏

18：00～19：30 　交流会

【第２日】　８月４日（金）

時　間 内　容

９：30～12：00
（150分）

【シンポジウム】
　「地域共生社会の実現に向けた施設長の役割と行動とは」
　シンポジスト：社会福祉法人チャレンジドらいふ　総合施設長　栗田　定夫　氏
　　　　　　　　印西市本埜地域包括支援センター　管理者　　　木下　知子　氏
　　　　　　　　社会福祉法人六心会　理事長　　　　　　　　　堤　　洋三　氏
　　　　　　　　日本福祉大学福祉経営学部　教授　　　　　　　田島　誠一　氏　
　進　　　　行：日本福祉施設士会　生涯研修委員長　　　　　　花田　利生

12：00～12：05 【閉会挨拶】　日本福祉施設士会　副会長　　　　　岡田　好清
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第１回委員会に引き続き本会の会員拡大およ び組織強化について検討を行いました。

第２回総務委員会

第28回「福祉QC」全国発表大会を全社協・
会議室、灘尾ホールで開催し、全国から127
名が参加しました。

本大会は、QC（Quality Control）活動の手
法を用いながら、福祉サービスの質の向上や支
援課題の解決などの改善活動の事例を発表
し、福祉施設相互の研鑽を積むことを目的に開
催しているものです。
１日目は、全国から28サークルが４会場に分

かれて発表を行いました。介護職員、保育士、
看護職、栄養士、調理員、相談員などで構成
されたQCサークルのメンバーが、現状の把握
や課題の分析を「見える化」したスライドや動画
を用いて紹介し、取り組みの成果や手法に対し
て日本福祉施設士会「福祉QC」全国推進委員
による講評が行われました。
２日目は、各会場で選定された「優秀賞」受

賞サークルが全体発表を行い、参加全サークル
と推進委員、外部講師による投票の結果、福

島県の救護施設「郡山せいわ園」のサークル名
「せいわガンバローズ」の発表「バイバイ！食べこ
ぼし～おいしくきれいに食べよう～」が、最優秀
賞を受賞しました。（発表サークル、各賞の受
賞施設・サークル名は、次ページ以降をご覧く
ださい。）

全体講評を行った一般財団法人　日本科学
技術連盟の尾辻正則氏からは、QCの手法に
よる研究の進め方についてのポイントを解説しな
がら、参加者の取り組みのさらなる発展に期待
を寄せた発言があり、大会は成功裏のうち終了
しました。

第28回「福祉QC」全国発表大会

あんてな

あ んてな
日本福祉施設士会　10～11月の活動報告

日　付 内　容
10月３日（火） 第２回総務委員会（東京都千代田区・全社協会議室）
11月27日（月）～28日（火） 第28回「福祉QC」全国発表大会（東京都千代田区・

全社協会議室、灘尾ホール）
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会
場

発
表
順

県名 施設名 施設種別 サークル名 テーマ（内容） 出場
回数

第
１
会
場（
高
齢
者
施
設
等
①
）

1 神奈川県 グリンサイド清盛 特別養護老人ホーム ほほえみ 日中の体位交換をしっかり行おう！！ 14

2 福島県 希望ヶ丘ホーム 養護老人ホーム ひまわり パニックにならないで！！～迅速・適確な
救急対応をめざして～ 9

3 北海道 湯の里・黒松内 介護老人保健施設 安心して下さい パッドの無駄をなくす。 6
4 愛知県 武豊福寿園 特別養護老人ホーム さくら舞い散る♪ 入所者の望む生活を支援しよう 7

5 埼玉県 あいせんハイム 養護老人ホーム やさいサークル

料理クラブに自主的に参加しない利用
者を減らそう～当日の呼びかけによって
参加する利用者を０にしよう～“料理クラ
ブを通して利用者満足度の向上を図ろ
う！”

11

6 長野県 博仁会桜荘 特別養護老人ホーム 心あったか入浴倶楽部 入浴を楽しもう！！ 22
7 青森県 おうよう園 特別養護老人ホーム ＮＡＫＴＩ wis Ｂ メンタルヘルスと働きやすい職場作り 19

第
２
会
場（
高
齢
者
施
設
等
②
）

1 東京都 いなぎ苑 通所介護 いなぎの車窓から 朝の送迎の無駄をなくそう 11

2 香川県 ヌーベルさんがわ 介護老人保健施設 チャレンジャー
災害時、ご利用者が安全・安心に過ご
して頂く為には・・・～災害発生時のご
利用者・職員の不安をなくそう～

12

3 長野県 桜ホーム デイケアセンター 介護老人保健施設 桜もち 利用者の皆さんの「楽しかった」を増やそ
う！ 3

4 埼玉県 愛泉苑 特別養護老人ホーム さくらサークル

ケアプランの提出遅れ件数を減らそう。
～サービス事業所へのケアプランの提
出が一週間を超える割合10％以下まで
減少をめざす～

21

5 香川県 湊荘 特別養護老人ホーム かもしれない隊 転倒・転落事故を未然に防ごう～初め
ての未然防止型ＱＣへの取り組み～ 26

6 愛知県 福寿園 養護盲老人ホーム ポチはアイドルⅧ② スマートなガイドヘルプ講習をしよう。 10

7 愛知県 東海福寿園デイサービスセンター 老人デイサービス 桜道 中ノ池 また来たくなるデーサービスをめざして～
ボランティアさんいらっしゃい～ 2

第
３
会
場（
障
害
児
者
施
設
等
）

1 千葉県 しいのみ園 障害者支援施設 ふくりんＰ＆Ｇサークル かみつきをなくそう 2
2 宮城県 宮城県援護寮 自立訓練（生活訓練）劇的スッキリし隊 ライン始動！！ご縁を探そう　援護寮！Ⅱ 5
3 東京都 江東園ケアセンターつばき 障害福祉サービス つばき 忘れ物「０」活動！！ 1
4 長崎県 デイ雲柿の木 障害福祉サービス これ波これ和 楽しい選択食を増やす 1
5 山口県 ひかり苑 障害者支援施設 ひかりん オリゴ糖で下剤・浣腸の低減！ 1
6 福岡県 ゆうかり医療療育センター 療養介護事業所 おひさまＧＯ！ 居室外活動を増やそう 6

7 福島県 郡山せいわ園 救護施設 せいわガンバローズ バイバイ食べこぼし～おいしくきれいに食
べよう～ 26

第
４
会
場（
保
育
所
・
児
童
福
祉
施
設
等
）

1 長野県 川上保育園 保育所 フレンドリー 自由遊びの中のトラブルを減らそう！ 20
2 埼玉県 愛泉乳児園 乳児院 バスターズ 感染症にかかる入所児を減らそう 27

3 埼玉県 愛泉幼児園 保育所 そらまめサークル
愛泉幼児園におけるなんでも食べられる
児を育てよう～２歳児が苦手な食材も食
べられるようにしよう～

21

4 東京都 万願寺保育園 保育所 ピカピカ 食後の床をきれいに保つには～食べこぼ
しを減らそう～ 11

5 福島県 鳥川保育園 保育所 かむかむピーチ
スッキリスース―　いつもきれいな鼻の
下～ピカピカお顔で楽しく毎日を過ごそう
～

11

6 秋田県 南鷹巣保育園 保育所 キューシービー 安心・安全な保育環境をつくろう！ 3

7 埼玉県 愛泉寮 児童養護施設 イヌとタンポポ
子ども達の悪い食事マナーを減らそう～
Ｒ君、Ｎ君の食事中に注意される回数
を減らそう～

20

第28回「福祉ＱＣ」全国発表大会　事例発表施設一覧
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賞 選考基準 選出数 第1会場 第2会場 第3会場 第4会場

最優秀賞

優秀賞サーク
ルが全体発表
を行い、最も
評価が高かっ
たサークル

1サークル 福島県／郡山せいわ園／せいわガンバローズ

優秀賞
各会場で最も
評価の高かっ
たサークル

各会場
1（計4サークル）

青森県 愛知県 福島県 埼玉県

おうよう園 福寿園 郡山せいわ園 愛泉幼児園

NAKTI wis B ポチはアイドルⅧ② せいわガンバローズ そらまめサークル

優良賞

各会場で優秀
賞受賞サーク
ルに次いで評
価の高かった
サークル

各会場
1（計4サークル）

愛知県 長野県 福岡県 福島県

武豊福寿園 桜ホーム デイケアセンター ゆうかり医療療育センター 鳥川保育園

さくら舞い散る♪ 桜もち おひさまGO！ かむかむピーチ

敢闘賞

優秀賞・優良
賞受賞サーク
ル以外に、テー
マに普遍性の
あるものや実
効性があると
認められるサー
クル

各会場
3（計12サーク

ル）

北海道 埼玉県 千葉県 埼玉県

湯の里・黒松内 愛泉苑 しいのみ園 愛泉乳児園

安心して下さい。 さくらサークル ふくりんＰ＆Ｇサークル バスターズ

福島県 香川県 山口県 東京都

希望ヶ丘ホーム ヌーベルさんがわ ひかり苑 万願寺保育園

ひまわり チャレンジャー ひかりん ピカピカ

長野県 香川県 長崎県 長野県

博仁会桜荘 湊荘 デイ雲柿の木 川上保育園

心あったか入浴倶楽部 かもしれない隊 これ波これ和 フレンドリー

感動賞

全参加者の投
票により全発
表の中から共
感と感動を与
えた5サークル
を選出

投票上位
5サークル

福島県／希望ヶ丘ホーム／ひまわり
千葉県／しいのみ園／ふくりんP＆Gサークル
香川県／ヌーベルさんがわ／チャレンジャー
山口県／ひかり苑／ひかりん
福島県／鳥川保育園／かむかむピーチ

特別表彰

①「福祉
QC」全国
推進委員
長賞

これまで10回
以上参加して
いる施設 (10
回目）

該当施設 愛知県／福寿園

②会長賞

これまで20回
以上参加して
いる施設（20
回目）

該当施設 埼玉県／愛泉寮
長野県／川上保育園

第28回「福祉QC」全国発表大会　受賞施設一覧

あんてな
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メールアドレスを登録して「メールマガジン」を読んでみよう！
日本福祉施設士会では、「日本福祉施設士会【DSWI】メールマガジン」を毎月１回（その月の
１日）発行しています。「今月のチェックリスト」「時事／用語解説」「リレーコラム」の他、事
務局からのお知らせを掲載しています。
アドレス登録・変更・解除は、本号の40ページのように各会員が簡単にできるようになっ
ています。とは言え、登録を行わなければメールマガジンの内容は分からないので、これまで
のメールマガジンを掲載します。是非、メールアドレスを登録して「メールマガジン」を読んで
みてください。

メールマガジンの見本を掲載します

日本福祉施設士会【DSWI】メールマガジン No.20
2017.12.1
━━━━━━━━━━
★障害基礎年金について理解しよう
…―‥―・―――――
もくじ
1）今月のチェックリスト
　：障害基礎年金について
2）時事／用語解説
　：「我が事・丸ごと」地域共生社会実現とは
3）会員リレーコラム
　：埼玉県　藤崎　悦児さん
4）学びの「一言」
5）事務局よりお知らせ　
＊本号本文は約3,500文字です。　　

▼―――――――――
1）今月のチェックリスト
　：障害基礎年金について

□利用者様の障害基礎年金を把握していますか？
□利用者様やご家族への障害基礎年金の相談を受けていますか？
□障害基礎年金の申請は20歳からです。

【解説】

あんてな
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　　〇現行の公的年金制度は、国民年金と厚生年金、共済年金に分かれています。
　　　  国民年金ベースの障害基礎年金に加え、厚生年金・共済年金には、障害厚

生年金・障害共済年金等各種加算があります。
　　〇  障害基礎年金を受給するためには、以下の３つの要件を満たす必要があり

ます。
　　　（１）初診日要件
　　　（２）保険料納付要件
　　　（３）障害認定日要件
　　　まずは、市町村の年金窓口、年金事務所へ相談しましょう。

●――――
□利用者様の障害基礎年金を把握していますか？
【解説】
　　〇障害基礎年金　1級年額974,175円（平成29年度）
　　　　　　　　　　2級年額779,300円（平成29年度）
　　　　　　　　　　偶数月に2ケ月分が指定口座に振り込まれます。
　　〇特別障害給付金制度
　　　　　　　　　　国民年金未加入時に障害を負った方への救済制度。
　　　　　　　　　　1級年額616,800円（平成29年度）
　　　　　　　　　　2級年額493,440円（平成29年度）
　　〇  利用者様が過去に厚生年金等に加入していた場合、年金額加算のケースが

あります。
　　〇  利用者様が金融機関による年金証書ローンを利用されていたために、年金

から返済金が天引きされているケースがありました。
●――――
□利用者様やご家族から障害基礎年金の相談を受けていますか？
【解説】
　　〇  障害基礎年金は申請しなければ受給できません。まず、市町村役場年金窓

口・年金事務所等に相談しましょう。
　　〇  障害基礎年金は身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健福祉手帳とは

根拠法が別のため連動していません。注意しましょう。
　　〇  障害基礎年金の申請を行わなかったケースでは、申請すれば、障害基礎年

金受給の遡及（5年間）の可能性があります。
　　〇  障害程度が重くなった場合、2級から1級への障害給付額改定請求が可能

です。
　　〇  社会保険料を納付しているにもかかわらず、「障害基礎年金を受給してい

るから国民健康保険料を納付しなければならない。」という思い違いから保
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険料二重払いのケースがありました。市役所と掛け合い、5年分の過払い
金返済を受けました。

●――――
□障害基礎年金の申請は20歳からです。　
【解説】
　　〇  支援学校高等部を卒業した子どもたちは、進学・一般就職・就労継続Ａ型・

同Ｂ型・就労移行・生活訓練・生活介護・施設入所等々の進路選択を行わ
なければなりません。

　　〇  特別児童扶養手当とは、20歳未満で障害のある児童を監護している父も
しくは母、または父母に代わって児童を養育する方に対して、児童福祉の
増進を目的に、一定額の手当を支給する制度です（1級月額51,450円　2
級月額34,270円）。

　　〇  支援学校卒業と同時に児童入所施設を退所するケースでは、グループホー
ムで生活する場合、特別児童扶養手当の支給はなく、20歳の年金受給ま
での生活費に難渋します。生活保護制度を利用し、日中事業所での工賃収
入と法人の社会貢献制度等からの補助を受けて、なんとかしのいでいるの
が現状です。身体障害者手帳4級以降の方、療育手帳Ｂ判定の方は重度心
身障害児者医療制度の対象外です。医療費負担についても課題が残ります。

　　〇  平成28年から選挙権年齢が18歳以上に引き下げられました。障害基礎年
金の受給年齢も18才となれば、制度の狭間で難渋する子どもたちも救わ
れることでしょう。

（執筆：和歌山県　杉本　憲彦No.3292）

▼―――――――――
2）時事／用語解説
：「我が事・丸ごと」地域共生社会実現とは

○  福祉のありようが変わっていきます。住民自治区による自助・互助・共助・公
助へと。

○  平成27年9月、「新たな時代に対応した福祉の提供ビジョン」として４つの改
革（新しい地域包括支援体制とこれを支える環境の整備）のもとに、地域共生社
会の実現へと舵が切られ、厚生労働大臣を本部長とした実現本部が設置されて
います。

○  「福祉の提供ビジョン」とは、地域共生社会の実現であり、子どもやお年寄り、
障害者など、誰もが生き生きと生活を送ることが出来る地域を作り上げ、一生
涯幸せに暮らしていけるような共生社会を作ることであり、サービスを「与え

あんてな
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る側」と「受け取る側」に分かれるのではなく、地域のあらゆる住民が役割を持
ち、支え合いながら自分らしく活躍できる地域社会の風土を形成し、福祉など
の地域の公的サービスと協働して助け合いながら暮らしていけるような社会を
目指すことです。

○  この地域共生社会の実現のために国は、「他人事」になりがちな地域づくりを、
地域住民が「我が事」として主体的に取り組んでいける仕組みを作っていくとと
もに、市町村においては、地域づくりの取組の支援と、公的な福祉サービスへ
のつなぎを含めた「丸ごと」の総合相談支援体制の整備を進めていこうとしてお
り、また、対象者ごとに整備された「縦割り」の公的福祉サービスも「丸ごと」へ
と転換していくため、サービスや専門人材の養成課程の改革を進めていこうと
しています。

　  　更に、この実現を成し遂げていくために、実現本部のもと「地域力強化WG」
「公的サービス改革WG」「専門人材WG」のワーキンググループが設置され、動
き出しており、既に「まとめ」を公表しているWGもあります。

○  地域包括支援センター、社会福祉協議会、社会福祉法人、地域に根差した活動
をおこなうNPOなどが中心となり、小中学校区圏域で地域課題を把握・解決
を目指す体制作りを支援し、2020年～2025年を目途に全国展開が図られよ
うとしています。

○  国の動向を見極めながら、社会福祉法人も身近な地域資源として一定の役割を
果たしたいものです。

◆地域力強化検討会 最終とりまとめ（厚生労働省ホームページより）
　  http：//www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12201000-Shakaiengokyokushou
gaihokenfukushibu-Kikakuka/0000177049.pdf

（執筆：秋田県　村上　耕治　No.1730）

▼―――――――――
3）会員リレーコラム
：埼玉県　藤崎　悦児さん（No.4623）
　「仕事を通して得た「嬉しかったこと」」
　仕事を通して嬉しかったこと。無難に考えれば、相手から「ありがとう」と言っ
てもらえたこと。言ってもらえなくても、相手が喜んでいることが感じられた時
ですか。私の場合、その相手は利用者というよりも職員の場合が多いです。
　今年度、私は毎年10月に行われる法人の創立記念日の時に勤続30年の表彰を
受けました。20数年間、法人の事務所で働いてきて、現在は養護老人ホームに
異動しています。事務の時はひとりでする仕事が多く現場を知らないで過ごして
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きましたので、周りに気を配って注意をしたり指導したりすることがなく仕事を
してきたのですが、施設の中だとそれではうまくいきません。
　決断を迫られます。決断することも苦手です。欲しいものは何ですか？と聞か
れれば、先延ばしせずにある程度の決断ができる力が欲しい。何が正しいのか識
別できる知恵が欲しいとなります。どうすることが施設にとってよいのか等。知
恵とは、持っている情報と知識を使う力だそうです。自分の中に情報や知識が足
らない時が割と多くあるのですが、そんな時に、さり気なく私の足らないことを
フォローしてくれる職員がいるのですが、そのような時に「ありがとう」と口には
出して言わないことが多いですが、嬉しい気持ちになります。

→次回は　埼玉県　狩谷　文子さん（No.2430）です。

▼―――――――――
4）学びの「一言」
　「労働時間」とは、使用者の指揮命令下に置かれている時間のことを言い、労働
時間に該当するか否かは、労働契約や就業規則の定めによって決められるもので
はなく、客観的に見て、労働者の行いが使用者から義務付けられたものと言える
か否か等によって判断される。
by：「施設長実学講座（第３回）」より

▼―――――――――
5）事務局よりお知らせ
◆参加受付中です！

◎平成29年度　施設長実学講座（第４回）
　「福祉施設長のコミュニケーション強化」のご案内　

本会では、福祉施設長として備えるべき意識や視点の向上を目的として本年度も
「施設長実学講座」を開催しています。
第４回のテーマは「福祉施設長のコミュニケーション強化」です。

【開催要項】
・期　日　平成29年12月11日（月）～12日（火）
・会　場　全国社会福祉協議会　会議室
　　　　　　（東京都千代田区霞が関3-3-2　新霞が関ビル）
・定　員　60名　　
・参加費　会員25,000円　会員外30,000円　他

あんてな
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詳しくは、「日本福祉施設士会ホームページ」をご覧ください。
http：//www.dswi-sisetusi.gr.jp/

…―‥―・―――――
◇メールマガジンバックナンバーは以下で読めます。
http：//sv6.mgzn.jp/pub/mailList.php?cid=S604763

◇周りの会員でアドレス未登録の方がいれば、
登録を呼びかけてくださいますようご協力をお願いします。
登録・解除・アドレス変更は以下からできます。
http：//www.dswi-sisetusi.gr.jp/meruhaikun/index.html

┏次回は1月1日発行
発　行：全国社会福祉協議会
日本福祉施設士会　広報委員会
連絡先：z-sisetusi@shakyo.or.jp
〒100-8980　東京都千代田区霞が関3-3-2
電話03-3581-7819
Fax 03-3581-7928
┗━DSWI
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もうお済みですか？
日本福祉施設士会会員メールアドレス登録のご案内

「会員メールアドレスの登録」はもうお済みでしょうか。登録無料、パソコン、スマートフォン、従
来型携帯のいずれのアドレスでもご利用ができます。

毎月１日の朝、５分程度で読める「メールマガジン」をお届けします。実務の役に立ち、知識の
幅を広げ、そして仲間からの元気が出るメッセージを、手軽に読むことができます。未だお済み
でない方は、以下を参照のうえぜひご登録ください。機器の操作にご不安のある方は本会事務
局までご相談ください。

お届けする多彩な情報（バックナンバーも読めます）
●「日本福祉施設士会【DSWI】メールマガジン」の発行（毎月１日）

　「今月のチェックリスト」　※管理者としておさえておきたい経営の“ツボ”
　「時事／用語解説」　※施設種別を超えた幅広い分野の基礎をおさらい
　「福祉施設士リレートーク」　※仕事に元気の出るポジティブリレー
他、福祉制度関連情報、研修情報等を適宜ご案内します。

●研修事業の開催案内（随時発行）
※メールのサイズを抑えるため、ファイル添付はしません。開催要項を掲載した本会ホームペー

ジURLをご案内し、受講のポイントをご紹介します。
●ブロック・都道府県福祉施設士会事業のご案内（随時発行）

※ブロック・県内の会員に限定送信。
※開催地近隣のブロック・県会員にもお送りする場合があります。

登録手続き方法
①　日本福祉施設士会ホームページから

専用の登録ページへ進む。
②　アドレスその他必要事項を記入して送

信（この時点では未登録です）
③　記入したアドレス宛に配信サービス会社

（める配くん）より確認メールが届き、手
続き完了です。

アドレス登録は、日本福祉施設士会ホームページ
http://www.dswi-sisetusi.gr.jp/　から専用ページにお進みください。

日本福祉施設士会

メール配信
サービス
の利用

①
登録ページ

②
必要事項の送信

登録確認メール
の送受信

③

メール配信サービス会社

「める配くん」

会員

パソコン・スマホ等



［日本福祉施設士会行事予定］平成29年12月～平成30年１月 12月15日現在

日　　程 予　　定　　事　　業

12月11日（月）～12日（火）
平成29年度施設長実学講座（第4回）「福祉施設長のコミュニケーション強化」
（東京都千代田区・全社協会議室）

1月29日（月）～30日（火）
平成29年度施設長実学講座（第5回）「地域をつなげる福祉施設長」
（東京都千代田区・全社協会議室）

　一旦雨が降れば大量の雨となる。どういう訳か土曜日になる
と雨が降る。例年に比べ冬の到来が早い。インフルエンザの流
行が早い。など、極端な気候となった（ように思える）１年も終
わろうとしています。皆様も体調管理にはくれぐれも気を付け
てください。
　昨日、第28回「福祉QC」全国発表大会を開催いたしました。
発表者の発表もさることながら、発表資料（パワーポイント等
を使用した映像資料）の完成度の高さには驚きました。まさに、
変幻自在に言葉と写真を駆使した、まるで芸術作品のようでし
た。「最優秀賞」を受賞された郡山せいわ園の皆様、本当におめ
でとうございます。課題を見つける視点、分析力、チームワー
クを活かしてこれからもお仕事に取り組んでいただきたいと思
います。

事務局だより
福祉施設士　12月号
平成29年12月15日発行　通巻323号 偶数月15日発行
定価500円（税込）

発　行　社会福祉法人　全国社会福祉協議会・日本福祉施設士会

発行人　髙橋　　紘

編集人　杉本　憲彦

広報委員会
杉本 憲彦（広報委員長）/三津井 和夫/八木 利彦/伏見 達子/
長川原 しのぶ/大澤 澄男/藤本 喜章/岩田 敏郎/松林 克典

〒100-8980
東京都千代田区霞が関3-3-2　新霞が関ビル
全国社会福祉協議会　法人振興部
TEL 03（3581）7819　FAX 03（3581）7928
URL http://www.dswi-sisetusi.gr.jp

＜ご意見・感想の募集について＞

会員の皆様からご意見・感想をお聞かせください。
１．会報の記事へのご意見・感想をお寄せください。
　　　※特集記事、誌上講座にかかるご質問はもちろん、会報へのご意見や提案も受け付けております。
　　　※ 本会事業に対してのご意見や、本会執行部・他の会員の皆さまへテーマを示した意見交換の提案な

ども受け付けております。
2．文字数は、800字以内でお願いします。
3．電子メールあるいはFAX、郵送にてご提出ください。
 電子メールの場合は、日本福祉施設士会事務局（アドレス　z-sisetusi@shakyo.or.jp）まで送信ください。
4．会報発行月（偶数月）の前月（奇数月）の15日までにお送りください。
5．掲載する場合は、都道府県ならびに会員ご氏名を掲載いたします。

異動の連絡はお早めにお願いします＞＞＞
在籍施設の異動等連絡先が変更となる場合は、お早めにお知らせくださいますよう、お願いいたします。

会員名刺の追加発注・修正を受け付けています＞＞＞
異動等による内容の修正はありませんか？　１セット（100枚）2,000円（税込）で承ります。

退会を希望される会員の方へ＞＞＞
退会を希望する場合は、所定の退会届を、当該都道府県福祉施設士会を通じて、本会会長宛にご提出ください。
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